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2Ua－7 ｢男子学生の住宅形式志向について｣
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目的：　住宅選択行動の一方の担い手である男性の住意識を把握するとともに住

宅形式志向と生活姿勢、性格的要因との関わりを探る。

方法：　住宅に対する考え方、認識を把握するための「住意識に関する調査」、

並びに「ＹＧ性格検査」を４年制大学に在学する２～４回生（建築学系を除く）

を対象に実施した。有効票は、男子学生231人、女子学生70人で、調査期間は

1993年12月から1994年１月にかけてである。

結果：　①中高層集合形式に対して、７割弱が多少なりとも居住の可能性を示し、

残り３割が拒否層である。　②中高層集合形式に住まうことに対する態度には、

同住宅形式に対して､現状の生活を打破しうる受け皿としての可能性への期待や、

自分なりの生活を展開しうる空間としての認識が存在する。　③中高層集合形式

への居住志向は、自らを個性的、進歩的であると自己評価する者に強く、同住宅

形式に住まうことイコール日常生活における活動性の一つの現れと捉えがちな面

が見受けられた。個人生活を重視することと、住宅の集合、人の集住という状況

とが相容れない関係に展開するかもしれない危険性が、十分な理解を伴わない表

面的な中高層集合住宅への居住志向には含まれている。

2Ua-8　　アメリカのCooperative Extention Serviceに関する研究

　　　　　　　　＿コーネル大学における活動組織と役割について＿
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目的：本研究は、アメリカの州立人学が地域に提供する化情報サービス活動の実態につい

て考察することを目的としている。本報では、コーネル大学のCooperative ExtentionService

　（以下、CESと略す）を対象に事例調査を行い、その活動組織と役割について検討した。

方法:1993年９月にコーわレ人学およびNew York City,Tompkin Countyの事務所を訪問、聞
き取り調査を実施した。

結果:1）CESの活動は農務省、州々.大学、地方自治体単位のCES事務所の連携により推進

されているよ2）農務省では企国的な視野から、共通する現在の生活問題を基本プログラム

というかたちで各CESに提示する。3）州v/.人学では、基本プログラムを基軸としながら地
域の実悄に基づいた独自の研究を推進し、それを教育プログラムに反映する。州立大学は

各郡におかれた事務所の引"]職員に対し、新しい知見に基づいた専門教育を行い、指導す

る責任を負っている。実際に住民の教育にあたるのは、地方自治体単位のCES事務所で、住

民への教育効果は専門職員の資質に関わるため、たえず、そうした内部教育がなされてい
るのである。4）CES事務所の専門職員は、関心ある住民をボランティアとして活用し、ま

た、多くの公的・私的組織と協力することによって教育効果をあげている。5）CESでとり

あげられるプログラムの内容は、社会の変化や住民のニーズに応じて柔軟に対応できるシ

ステムがとられている。特に、大祁市では移民が多く、界文化への理解と外国語の教育プ
ログラムと刊行物・情報のニーズが増大し、スタッフには、スペイン語、中国語、朝鮮語

など外国語が話せる大の需要がふえている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　281


